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議案第１号 

令和２年度武蔵村山市一般会計予算 

令和２年度武蔵村山市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 29,154,492 千円と定め

る。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳

出予算」による。 

 （債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により

債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２

表債務負担行為」による。 

（地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地

方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３

表地方債」による。 

（一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入

れの最高額は、1,500,000 千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各

項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足

を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

  令和２年２月２７提出 

東京都武蔵村山市長  藤 野 勝 



第1表　歳入歳出予算

歳　入

千円

款 項 金 額
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1 市税 10,359,977

1 市民税 4,267,158

2 固定資産税 4,598,710

3 軽自動車税 155,497

4 市たばこ税 450,124

5 都市計画税 888,487

6 入湯税 1

2 地方譲与税 135,758

1 地方揮発油譲与税 32,569

2 自動車重量譲与税 97,479

3 森林環境譲与税 5,710

3 利子割交付金 11,873

1 利子割交付金 11,873

4 配当割交付金 61,216

1 配当割交付金 61,216

5 株式等譲渡所得割交付金 33,889

1 株式等譲渡所得割交付金 33,889

6 法人事業税交付金 25,963

1 法人事業税交付金 25,963

7 地方消費税交付金 1,619,940

1 地方消費税交付金 1,619,940

8 環境性能割交付金 32,619

1 環境性能割交付金 32,619

9 国有提供施設等所在市町村助成交付金 458,973

1 国有提供施設等所在市町村助成交付金 458,973

10 地方特例交付金 115,161

1 地方特例交付金 115,161

11 地方交付税 2,100,254

1 地方交付税 2,100,254

12 交通安全対策特別交付金 9,921

1 交通安全対策特別交付金 9,921

13 分担金及び負担金 123,546

1 負担金 123,546



歳　入

千円

款 項 金 額
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14 使用料及び手数料 252,857

1 使用料 112,076

2 手数料 140,781

15 国庫支出金 6,306,985

1 国庫負担金 5,449,531

2 国庫補助金 837,655

3 委託金 19,799

16 都支出金 4,976,972

1 都負担金 1,913,653

2 都補助金 2,798,829

3 委託金 264,490

17 財産収入 15,205

1 財産運用収入 14,839

2 財産売払収入 366

18 寄附金 12,197

1 寄附金 12,197

19 繰入金 585,573

1 特別会計繰入金 3

2 基金繰入金 585,570

20 繰越金 500,000

1 繰越金 500,000

21 諸収入 185,394

1 延滞金加算金及び過料 25,001

2 市預金利子 1

3 貸付金元金収入 5,064

4 受託事業収入 1,437

5 雑入 153,891

22 市債 1,230,219

1 市債 1,230,219

歳 入 合 計 29,154,492



歳　　出

千円

款 項 金 額

- 8 -

1 議会費 271,845

1 議会費 271,845

2 総務費 2,749,882

1 総務管理費 2,065,421

2 徴税費 322,730

3 戸籍住民基本台帳費 220,395

4 選挙費 78,026

5 統計調査費 42,449

6 監査委員費 20,861

3 民生費 15,489,927

1 社会福祉費 6,038,210

2 児童福祉費 6,316,039

3 生活保護費 3,135,676

4 災害救助費 2

4 衛生費 2,108,616

1 保健衛生費 782,572

2 清掃費 1,326,044

5 農林業費 55,774

1 農業費 50,064

2 林業費 5,710

6 商工費 214,886

1 商工費 214,886

7 土木費 1,875,858

1 土木管理費 272,148

2 道路橋りょう費 263,205

3 河川費 9,664

4 都市計画費 1,327,860

5 住宅費 2,981

8 消防費 1,055,668

1 消防費 1,055,668

9 教育費 4,045,554

1 教育総務費 753,557

2 小学校費 986,029



歳　　出

千円

款 項 金 額

- 9 -

3 中学校費 658,773

4 幼稚園費 420,206

5 社会教育費 552,949

6 保健体育費 674,040

10 公債費 1,266,482

1 公債費 1,266,482

11 予備費 20,000

1 予備費 20,000

歳 出 合 計 29,154,492



事 項 期 間 限　度　額

千円

庁舎警備業務委託
令和3年度から
令和4年度まで

3,600

庁舎管理業務委託
令和3年度から
令和4年度まで

55,546

住民情報システム関連クラウドサービス利用料
令和3年度から
令和7年度まで

230,794

LED街路照明器具等借上
令和3年度から
令和12年度まで

159,388

戸籍事務システム関連電子計算機器等借上
令和3年度から
令和7年度まで

25,641

身体障害者等移送サービス運行業務委託
令和3年度から
令和4年度まで

15,788

第三次健康増進計画・食育推進計画策定支援業務
委託

令和3年度 3,658

（仮称）産業振興ビジョン策定支援業務委託 令和3年度 5,299

地域防災計画策定支援業務委託 令和3年度 4,598

第二次スポ―ツ推進計画策定支援業務委託 令和3年度 4,043

給食配送等業務委託
令和3年度から
令和6年度まで

93,280

中学校学校給食調理等業務委託
令和3年度から
令和6年度まで

707,515

小学校牛乳パック洗浄等業務委託
令和3年度から
令和6年度まで

7,530

第２表　債務負担行為

－ 10 －



限度額
千円

融機構資金につい

証 券 発 行

見直し方式で借り

て、利率の見直し

び地方公共団体金

償還又は低利債に借り

４．０％以内とす

後の利率とする。

換えることができる。

置期間及び償還期限を

計 1,230,219

第三中学校施設設備事業 15,700

臨 時 財 政 対 策 債 932,219

第十小学校施設整備事業 42,100

9,800

第九小学校施設整備事業 69,700

第八小学校施設整備事業

大 南 学 園 第 四 中 学 校
施 設 整 備 事 業

16,900

第五中学校施設整備事業

第３表　地方債

起債の目的 起債の方法 利　　率 償還の方法

15,500公 園 整 備 事 業

防 火 水 槽 整 備 事 業 5,400

10,200

第一小学校施設整備事業

第三小学校施設整備事業

第二小学校施設整備事業 9,600

9,500

又は

借入の日から据置期間

還する。ただし、財政

雷塚小学校施設整備事業 10,200

9,500

る。ただし、利率

入れる政府資金及

大 南 学 園 第 七 小 学 校
施 設 整 備 事 業

73,900

短縮し、若しくは繰上

を行った後におい

を含み２５年以内に償

その他の都合により据

ては、当該見直し

証 書 借 入
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I　 歳入歳出予算事項別明細書
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１　特別職

(    )

年間支給率

(4.65)

(4.65)

49,289

(    )

12,745

職員数

62,034

0

712,850

27,408

227,404 27,408

報 酬 給 料 計

（千円） （千円） （月分） （千円） （千円）

期末手当

備 考合 計

給 与 費

（千円） 共 済 費

（千円）

△ 485,446 0 △ 485,310 △ 55,406 △ 540,716

△ 485,446 △ 485,446 △ 53,940 △ 539,386

0 0 △ 1,584

136
136 118 254

(0.05)

(0.00)

(    )

0

12,609

49,289

27,408 802,156 107,941 910,09761,898

606,854

105,996 155,285

(4.60)

136

606,854 53,940 660,794

△ 1,584

(4.65)
39,128 194,413

3 27,408 40,153

105,99620

その他の
特別職

議　員

121,408

155,285

316,846 52,535

37,544 192,829

（人）

1,467

1,490

3

14,991 55,144

369,381

40,017 14,873 54,890

長　等

計

その他の
特別職

議　員

長　等

計

その他の
特別職

議　員

長　等

計

1,422

0

0

68

比　較

前年度

Ⅱ　給与費明細書

　　区　　分　　

本年度

68

121,408 121,408

20

1,399

－ 470 －



２　一般職

（１）総括

（ ）は、再任用短時間勤務職員数を外書きしたもの。

〔 〕は、会計年度任用職員数を内書きしたもの。

夜間勤務手当

(千円)

1,277

1,277

( 16) 

117,738

28,680 44,769 5,940

( 11) 

(△5)

備 考

667,710 40,100

比　較 △ 37 2,764 23,286 △ 1,590

13,935

等の内訳
前年度 1,118 20,370 622,988 15,525

児童手当

(千円) (千円) (千円) (千円)

職員手当

本年度 1,081 23,134 646,274

時間外勤務手当

(千円) (千円) (千円) (千円)

区 分
特殊勤務手当 通勤手当 期末・勤勉手当

45,360 6,660

119,853

△ 1,536 591 720 △ 2,115

地域手当

150,866

144,891
等の内訳
職員手当

本年度

707,810

区 分

比　較

前年度

扶養手当 管理職手当 住居手当

27,144

(千円)

5,975

3,856,845

1,355,017 1,004,134 2,359,151 789,884 3,149,035

給 与 費

575,943 1,417,449 1,033,469 3,026,861 829,984

計 共 済 費 合 計

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

〔  〕

595

〔590〕

報 酬 給 料 職員手当等

575,943 62,432 29,335

区　分

比　較

前年度

本年度

職員数

（人）

946

〔590〕

351
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ア 会計年度任用職員以外の職員

（ ）は、再任用短時間勤務職員数を外書きしたもの。

区　分

給 与 費

職員数 報 酬 給 料 職員手当等 計 共 済 費 合 計 備 考

（人） (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度
356

1,349,846 991,532 2,341,378 749,506 3,090,884
( 11)

前年度
351

1,355,017 1,004,134 2,359,151 789,884 3,149,035
( 16)

比　較
5

△ 5,171 △ 12,602 △ 17,773 △ 40,378 △ 58,151
(△5)

区 分
地域手当 扶養手当 管理職手当 住居手当 時間外勤務手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

職員手当

本年度 144,316 27,144 45,360 6,660

等の内訳
前年度 144,891 28,680 44,769 5,940

比　較 △ 575 △ 1,536 591 720

112,347

119,853

△ 7,506

区 分
特殊勤務手当 通勤手当 期末・勤勉手当 児童手当

(千円) (千円) (千円) (千円)

職員手当

本年度 1,081 21,404 619,285 13,935

等の内訳
前年度 1,118 20,370 622,988 15,525

比　較 △ 37 1,034 △ 3,703 △ 1,590
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イ 会計年度任用職員

給 与 費

職員数 報 酬 給 料 職員手当等 計区　分 共 済 費 合 計 備 考

（人） (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度 575,943 67,603 41,937 685,483 80,478590 765,961

(千円) (千円)

0前年度 0

本年度 6,550

比　較 575,943 67,603 41,937 685,483 80,478 765,961

(千円) (千円)

区 分
地域手当

590

比　較 6,550

5,391

等の内訳
前年度

5,391

職員手当

1,730 26,989 1,277

1,730 26,989 1,277

時間外勤務手当

(千円) (千円)

通勤手当 期末手当 夜間勤務手当

(千円)
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（２）給料及び職員手当等の増減額の明細

増減額

（千円）

職員数の異動の状況

現に在

職する

職員数

本年度 351人 5人 356人

前年度 351人 0人 351人

比　較 0人 5人 5人

（３）給料及び職員手当の状況

ア 職員１人当たり給与

イ 初任給

高校卒 132,900

総合職

一般職

25,312

その他

7,936

その他

△ 6,214

△ 1,820

説 明

計

186,700

182,200

給　　料 62,432

昇給のための留保額の減分

給与改定に伴う増減分

期末・勤勉手当改正に伴う増分

区　　分
（千円）

2.46%

備 考

平均昇給率昇給に伴う増加分

その他異動に伴う減分 区 分

△ 31,382

平 均 年 齢 （歳）

22,901

△ 30,385

67,603

54,283

29,335

増減事由別内訳

その他の増減分

37,120

大学卒

区　分

183,700

145,600

一般行政職(円)

147,900

43.36

325,394

行政職（二）（円）

381,118

技能労務職(円)

平 均 年 齢 （歳）

平均給与月額（円）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円） 384,442

53.00

国の制度

150,600

一般行政職 技能労務職

 行政職（一）（円）

381,210

43.06

323,906

381,193

303,643

314,273

54.00

区 分

平成31年1月1日現在

令和2年1月1日現在

平均給料月額（円）

職員手当等 制度改正に伴う増減分

その他の増減分　

6,434

定数増減等による減分

会計年度任用職員制度の開始に伴う増分

会計年度任用職員制度の開始に伴う増分

6,434
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) )

) )

) ) ) )

) )

) )

) ) ) )
（ ）は、再任用短時間勤務職員数を外書きしたもの。

（級別の標準的な職務内容）

エ 昇給

152
3

68.880.2

11

2

79.4
12
57

11

1
1

( 3
100.0

( 100.0

３級 ２級

主事、技師

高度の知識又
は経験を必要
とする業務を
行う主事、技
師

22.1

( 13
281

72

15

( 13
62

16

比率(Ｂ)／(Ａ) (％)

４級

５級

計

１級

計

33

12

13

4.3 ２級

81.2

192
3

３級

２級

2

1

７級

14
56

16
72

技能労務職
級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％)

７級 ２級

平成31年
1月1日現在

比率(Ｂ)／(Ａ) (％)

3号給（人）

1号給（人）

６級

３級

前

年

度

職員数　　（Ａ）（人）

昇給に係る職員数
（Ｂ）（人）

号給数別内訳

2号給（人）

5号給（人）

6号給（人）

4号給（人）

区 分 合 計

68
199

2

２級

2号給（人）

13

3号給（人）

1

4号給（人）

5号給（人）

6号給（人）

代 表 的 な 職 種
一般行政職 技能労務職

本

年

度

職員数　　（Ａ）（人）

昇給に係る職員数
（Ｂ）（人）

号給数別内訳

1号給（人）

79.8

155

４級

計 計
( 100.0

100.0

一般行政職 部長 課長 係長 主任

５級

75

区 分 ７級 ６級 ５級

４級 87

( 11

25.6

2

ウ 級別職員数

令和2年
1月1日現在

区 分
一般行政職

６級

( 100.0

5.3

31.0

11.7

4.6

285

284

356

16283351

68.8

12

( 100.0
100.0

( 100.0
26.5

24.4

11.7

4.2

81

69

33

14

14

( 2
2

28.6

１級

283

( 11

( 3
12.5

( 100.0
100.0

( 2
16

2

( 100.0

87.5

87.5

( 100.0

12.5

11227

11

16

228

287
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オ 期末手当・勤勉手当

６月(月分) 12月(月分)

2.325 2.325 4.65

(1.225) (1.225) (2.45)

2.300 2.300 4.60

(1.200) (1.200) (2.40)

2.250 2.250 4.50

(1.175) (1.175) (2.35)

　（ ）は、再任用職員に係る支給割合

カ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続の 25年勤続の 35年勤続の 最 高 限 度

者（月分） 者（月分） 者（月分）  （月分）

キ 地域手当

ク 特殊勤務手当

一般行政職 技能労務職

0.04 0.00

ケ その他の手当

区　　分

代表的な職種

0.00

3     

（令和2年1月1日現在）

国の指定基準に基づく

職制上の段階、職務の

級等による加算措置

その他の加算措置等

国の制度
(支給率等)

支給率等 23.00

24.586875

 代表的な特殊勤務手当の名称 　滞納整理手当、福祉事務現業手当

6.53

定年前早期退職特例措
置(2％～20％加算)

定年前早期退職特例措
置(2％～45％加算)

5.30

支給率計
（月分）

支 給 対 象 地 域

支 給 率 （ ％ ） 10     

区 分

 給料総額に対する比率　（％）

30.50

33.27075

43.00 43.00

47.709

 支給対象職員の比率　（％）

支 給 率 （ ％ ）

全　　職　　種

0.08

全　　地　　域

区　分

区　分

本 年 度

前 年 度

国 の 制 度

支給対象職員数（人）

支給期別支給率

356     

47.709

有

有

備　考

有

備　考

住居手当 異なる
 市 15,000円(家賃月額15,000円以上の賃貸住宅、当該年度末35歳未満)
 国 28,000円限度(家賃月額16,000円を超える賃貸住宅)

通勤手当 異なる
 交通機関利用＝市 55,000円限度、国 55,000円限度
 交通用具使用＝市 3,800円～26,500円、国 2,000円～31,600円

国の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

扶養手当 異なる

 配偶者＝市 6,000円（課長職 3,000円）、国 6,500円
 22歳以下の子＝市 9,000円、国 10,000円
 その他＝市 6,000円（課長職 3,000円）、国 6,500円
 16歳～22歳の子加算＝市 4,000円、国 5,000円
（市は部長職以外）
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区  分 当 該 年 度 中 当該年度中元金

起 債 見 込 額 償 還 見 込 額
千円 千円 千円 千円 千円

3,143,679 2,933,497 298,000 341,808 2,889,689

1 総 務 135,409 134,620 11,179 123,441

2 民 生 58,530 45,604 11,230 34,374

3 衛 生 147,575 76,975 12,354 64,621

4 商 工 172,300 172,300 21,537 150,763

5 土 木 1,338,023 1,290,172 15,500 159,341 1,146,331

6 消 防 60,425 55,167 5,400 8,742 51,825

7 教 育 1,231,417 1,158,659 277,100 117,425 1,318,334

2 11,661,641 11,803,641 932,219 851,725 11,884,135

1
住 民 税 等 減
税 補 填 債

233,505 178,370 47,630 130,740

2
臨 時 財 政
対 策 債

11,428,136 11,625,271 932,219 804,095 11,753,395

合　　　　　　計 14,805,320 14,737,138 1,230,219 1,193,533 14,773,824

Ⅳ 地 方 債 の 前 前 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末 及 び

当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

当 該 年 度 末
現在高見込額

1 普 通 債

そ の 他

当該年度中増減見込み
前 前 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末
現在高見込額
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